
 
令和６(2024)年度 

第１回県北地域医療構想調整会議（病院及び有床診療所合同会議） 
次  第 

 

                   日時：令和６(2024)年６月１９日(水) 

    午後５時００分～６時３０分 

                    場所：那須庁舎５階 501・502 会議室 

 

 

１ 開 会 
 
２ あいさつ 
 
３ 議 題 
（１）令和６(2024)年度地域医療構想の進め方について【資料１】 

（２）病床機能報告上の病床数と将来の病床数の必要量との差異について 

【資料２】 

（３）県内及び県北医療圏の医療提供状況と医療需要推計について【資料３】 

（４）推進地区の選定について【資料４】 

（５）その他 

 
４ 閉 会 
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2 塩谷郡市医師会 阿久津　博美 会　長 ○

3 南那須医師会 佐藤　充 会　長 ○

4 那須歯科医師会 髙根沢　英二 会　長 ○

5 大田原薬剤師会 寺戸　靖 会　長 ○

6 栃木県看護協会県北地区支部 井上　文子 支部長 ○

7 栃木県老人福祉施設協議会 宮内　哲也 理　事 ○

8 介護老人保健施設マロニエ苑 浦野　友彦 施設長 ○

9 とちぎケアマネジャー協会 佐藤　恵美子 理　事 ○

10
那須塩原市地域婦人会
連絡協議会

目黒　ケイ子 会　長 ○

11
全国健康保険協会
栃木支部

遠藤　正三郎 企画総務部長 ○

12
　那須市町村会
（那須地区広域行政事務組合）

小泉　聖一 事務局長 ○

13
　塩谷市町村長会
（塩谷広域行政事務組合）

菊地　滋徳 事務局長 ○

14 那須烏山市 岡　　誠 健康福祉課長 ○

15 国際医療福祉大学 新井田　孝裕 副学長 ○

16 那須赤十字病院 井上　晃男 病院長 ○ ○

17 室井病院 室井　秀太 病院長 ○ ○

18 国際医療福祉大学塩谷病院 佐藤　敦久 病院長 ○ ○

19 菅間記念病院 菅間　博 理事長 ○ ○

20 国際医療福祉大学病院 鈴木　裕 病院長 ○ ○

21 栃木県医師会塩原温泉病院 森山　俊男 病院長 ○ ○

22 黒須病院 手塚　幹雄 病院長 ○ ○

23 南那須地区広域行政事務組合立那須南病院 宮澤　保春 病院長 ○ ○

24 那須中央病院 臼井　健夫 病院長 ○

25 なす療育園 下泉　秀夫 病院長 ○

26 矢板南病院 塚本　俊彦 病院長 ○

27 黒磯病院 小林　進 病院長 ○

28 那須北病院 橋本　雅章 病院長 ○

29 福島整形外科病院 福嶋　稔 病院長 ○

30 菅又病院 布施　大輔 病院長 ○

31 高根沢中央病院 青木　洋 病院長 ○

32 高野病院 髙野　和彦 病院長 ○

33 井上眼科医院 井上　直紀 院　長 ○

34 医療法人広志会斉藤内科医院 齊藤　大幹 院　長 ○

35 だいなリハビリクリニック 近藤　健 院　長 ○

36 なすのがはらクリニック 飯野　晃 院　長 ○

37 原眼科医院 原　裕 院　長 ○

38 藤田医院 藤田　茂信 院　長 ○

39 尾形クリニック 尾形　享一 院　長 ○

40 きうち産婦人科医院 山田　哲夫 院　長 ○

41 村井胃腸科外科クリニック 村井　成之 院　長 ○

42 伊野田眼科クリニック 清水　由花 院　長 ○

43 さくら産院 泉　彰夫 院　長 ○

44 たかはし眼科 髙橋　雄二 院　長 ○

45 見川医院 見川　泰岳 院　長 ○

令和6（2024）年度　第1回県北地域医療構想調整会議（病院
及び有床診療所合同会議）　出席者名簿

参考:該当委員等

病診会議
医療構想
調整会議

No 医療機関名 病院長・管理者 役　職　名



○○

事務局

○
県北健康福祉センター

渡辺所長
矢板健康福祉センター

羽石所長

○
栃木県医師会

白石常任理
事

医療政策課

原戸課長

地域医療構想
アドバイザー

○

○

（

出
入
口
）

受付

国際医療福祉
大学塩谷病院

佐藤委員

国際医療福祉
大学病院

鈴木委員

菅間記念病院

菅間委員

那須郡市医師会

塚原委員

議長

○

○

○

○

○

那須郡市町村会

小泉委員

那須塩原市地域婦
人会連絡協議会

目黒委員

だいなリハビ
リクリニック

○

○

栃木県医師会
塩原温泉病院

森山委員

○
髙山
主任

○
渡辺
副主幹

竹内
主査

○ ○ ○○○ ○○
長島
総括

○

令和６(2024)年度第１回県北地域医療構想調整会議（病院及び有床診療所合同会議）

（スクリーン）

席　次　表

（

出
入
口
）

（司会）

（

P
C

)

傍
聴
席

大平
次長

菊池
主事

室井
副主幹

長南
主査

早川
主幹

星野
総括

令和６（2024）年６月１９日（水）午後５時
から





地域医療構想の進め方について

令和６(2024)年６月１９日
栃木県保健福祉部医療政策課

県北健康福祉センター

令和６(2024)年６月１９日（水）

資料１第１回県北地域医療構想調整会議並びに
県北構想区域病院及び有床診療所会議 合同会議



１． 現行の地域医療構想について（厚生労働省方針）

2. 次期地域医療構想について（厚生労働省方針）

3. 本県の地域医療構想の進め方について

1

本資料の構成



１．現行の地域医療構想について
（厚生労働省の方針）

2



3



4



5

→ 厚生労働省HP（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850.html#shien）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850.html#shien
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850.html#shien
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厚生労働省説明会資料
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厚生労働省説明会資料
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厚生労働省説明会資料



２．次期地域医療構想について
（厚生労働省の方針）
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３．本県の地域医療構想の進め方
について

14



本県における主な取組事項（案）

○ 県地域医療構想調整会議の見直し及び議長連絡会の設置

○ 各構想区域の地域医療構想調整会議における議論の活性化に向けた見直し

○ 推進区域（またはモデル推進区域）の設定

○ 病床機能報告上の病床数と地域医療構想における将来の必要病床数の差異の検証
→ 定量基準やDPCデータによる評価

○ 医療データ分析の実施
→ 医療介護の将来需要推計、DPCデータや病床機能報告等を用いた病院ごとの診療
実績の見える化

○ 県立病院のあり方検討

○ 救急医療のあり方検討

○ 次期地域医療構想の策定（R8年度）を見据えたグランドデザイン（基本構想）の検討
→ （イメージ） ・ 県全体及び地域における入院、外来、救急、在宅医療・介護/地域包括

ケアシステムのあり方
・ 入院医療機関の役割分担・連携のあり方
・ 分野・事業ごとの連携体制のあり方
・ 医療介護人材確保の取組 等

15



地域医療構想調整会議のテーマ（案）

16

検討事項
令和6（２０２４）年度 令和7（２０２５）年度

第1回 第2回 第3回 第4回 第1回 第2回 第3回 第4回

レクチャー
地域医療構想

WG
医療の展望

医療・介護制
度の動向

推進区域 ● ● ● ● ●

医療（病床）機能
の分化・連携※

（医療需要の
変化への対

応）

医療提供体
制の課題

医療提供体
制の課題

医療提供体
制の課題

今後の対応
方針（案）

今後の対応
方針（案）

今後の対応
方針（案）

今後の対応
方針（案）

検討事項
令和6（２０２４）年度 令和7（２０２５）年度

第1回 第2回 第3回 第1回 第2回 第3回

病床数の差異 ● ●

地域における医
療提供体制の課
題と今後の対応
方針（案）

地域における医
療提供体制の課
題と今後の対応
方針（案）

医療需要の変化
への対応

● ● ●

医療（病床）機能
の分化・連携

● ● ●

救急医療 ● ●

外来、在宅医療・
介護

● ●

＜構想区域＞

＜県＞

※救急医療のあり方検討会、在宅医療推進協議会の検討状況と合わせて協議を進める。

※推進区域に指定された区域においては、区域対応方針の策定・推進に向けて協議を進める。（会議の開催回数が増える可能性あり）



令和６（2024）年度の地域医療構想に係るスケジュール(案)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

厚生労働省

都道府県

（推進区域）

（推進区域以外）

医療機関

データ分析

●（中旬～）都道府県に推進区域の提示（本県：5/15）

● （下旬）推進区域について都道府県と合意

●（6/14）
第１回県調整会議

●（上旬）ＷＧに推進区域の設定等を報告

●（７月中）都道府県に通知（ＷＧに報告した内容）

第１回 第２回
第４回
合同会議

第３回
合同会議

●第2回
県調整会議

●第３回
県調整会議

●第４回
県調整会議

第３回

●（5/9）都道府県に推進区域の基準の提示

モデル推進区域に対するアウトリーチの伴走支援

合同会議合同
会議

合同会議

※合同会議・・・地域医療構想調整会議・病院及び有床診療所会議 合同会議

→推進区域対応方針の決定

対応方針に基づく取組の実施・推進

【共通】
→推進区域の設定
について（地域医療構想
の進め方について）

→病床機能報告上の
病床数と必要病床
数との差異につい
て

17

対応方針に基づく取組の実施・推進

必要病床数との差異

医療提供の状況と需要推計

国保レセプトデータの活用・介護レセプトデータ等の活用

具体的対応方針に基づく自主的な取組・県への意見回答等



医療介護提供体制の課題整理／今後の対応方針の検討等

令和６（２０２４）年度

・ 必要病床数との差異の議論については、定量的基準の導入等によ
り一旦区切りを付ける。
・ 今後は、各構想区域における医療介護提供体制に関する課題につ
いて、毎回、テーマを絞って協議を進める。

※ 前半の会議では、救急医療提供体制等どの構想区域においても課題
となっているものを取りあげるが、今後は各構想区域の実情に応じて
優先度が高いものを中心に協議していく。

（案） 地域医療構想調整会議等における今後の協議の流れ

令和７（２０２５）年度

・ 上記課題に対して、今後の対応方針（案）に係る協議を進める。

※ より具体的な内容を詰めるため、必要に応じて部会を設置して、協議
を行う。

→ 左例のような一覧表により課題を取りまとめ、見える化する。

18

令和8（２０２6）年度

・ 次期地域医療構想の策定
・ 課題の解決に向けた取組の検討、実施



病床機能報告上の病床数と将来の病床数の必要量との差異の検証

～定量基準（案）による検討（仮）～

⚫ 病院は入院基本料および基本料届出病床数に基づき算出（休棟病棟は除いて算出）

➢ 届出病床数ベースで算出したため、病床機能報告の合計値とは差異がある
➢ 入院基本料の届出なし（報告なし）の病棟は、病床機能報告で医療機関が選択した機能で算出

⚫ 有床診療所は以下の考え方に基づき算出

➢ 鹿児島県方式： 病床機能報告に同じ
➢ 静岡県方式、栃木県案： 「有床診療所療養病床入院基本料」＝「慢性期」

手術件数100件or放射線治療ありor化学療法件数50件以上＝「急性期」
上記以外は「回復期」

※ 有床診療所は機械的に上記の考え方で整理したため、「回復期」となるケースが多い

令和６(2024)年６月１９日（水）

資料２第１回県北地域医療構想調整会議並びに
県北構想区域病院及び有床診療所会議 合同会議



定量基準の比較

1

№ 入院基本料等 鹿児島県 静岡県 栃木県案1 栃木県案2

1 急性期一般入院料1 急性期 高度急性期 急性期 急性期

2 急性期一般入院料2 急性期 高度急性期 急性期 急性期

3 急性期一般入院料3 急性期 高度急性期 急性期 急性期

4 急性期一般入院料4 急性期 回復期 回復期 回復期

5 急性期一般入院料5 急性期 回復期 回復期 回復期

6 急性期一般入院料6 急性期 回復期 回復期 回復期

7 地域一般入院料1 回復期 回復期 回復期 回復期

8 地域一般入院料2 回復期 回復期 回復期 回復期

9 地域一般入院料3 回復期 回復期 回復期 回復期

10 一般病棟特別入院基本料 回復期 慢性期 回復期 回復期

11 療養病棟入院料1 慢性期 慢性期 慢性期 慢性期

12 療養病棟入院料2 慢性期 慢性期 慢性期 慢性期

13 特定機能病院一般病棟7対1入院基本料 急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

14 特定機能病院一般病棟10対1入院基本料 急性期 － 急性期 急性期

15 特定機能病院リハビリテーション病棟入院料 回復期 － 回復期 回復期

16 専門病院7対1入院基本料 急性期 高度急性期 高度急性期 急性期

17 専門病院10対1入院基本料 急性期 高度急性期 急性期 急性期

18 専門病院13対1入院基本料 回復期 高度急性期 回復期 回復期

19 障害者施設等7対1入院基本料 慢性期 慢性期 慢性期 慢性期

20 障害者施設等10対1入院基本料 慢性期 慢性期 慢性期 慢性期

21 障害者施設等13対1入院基本料 慢性期 慢性期 慢性期 慢性期

22 障害者施設等15対1入院基本料 慢性期 慢性期 慢性期 慢性期

23 救命救急入院料1 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

24 救命救急入院料2 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

25 救命救急入院料3 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

26 救命救急入院料4 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

27 特定集中治療室管理料1 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

28 特定集中治療室管理料2 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

29 特定集中治療室管理料3 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

30 特定集中治療室管理料4 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

31 ハイケアユニット入院医療管理料1 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

32 ハイケアユニット入院医療管理料2 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

№ 入院基本料等 鹿児島県 静岡県 栃木県案1 栃木県案2

33 脳卒中ケアユニット入院医療管理料 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

34 小児特定集中治療室管理料 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

35 新生児特定集中治療室管理料1 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

36 新生児特定集中治療室管理料2 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

37 総合周産期特定集中治療室管理料（母胎・胎児） 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

38 総合周産期特定集中治療室管理料（新生児） 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

39 新生児治療回復室入院管理料 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

40 特殊疾患入院医療管理料 慢性期 慢性期 慢性期 慢性期

41 小児入院医療管理料1 高度急性期 高度急性期 高度急性期 高度急性期

42 小児入院医療管理料2 急性期 急性期 急性期 急性期

43 小児入院医療管理料3 急性期 急性期 急性期 急性期

44 小児入院医療管理料4 回復期 回復期 回復期 回復期

45 小児入院医療管理料5 回復期 回復期 回復期 回復期

46 回復期リハビリテーション病棟入院料1 回復期 回復期 回復期 回復期

47 回復期リハビリテーション病棟入院料2 回復期 回復期 回復期 回復期

48 回復期リハビリテーション病棟入院料3 回復期 回復期 回復期 回復期

49 回復期リハビリテーション病棟入院料4 回復期 回復期 回復期 回復期

50 回復期リハビリテーション病棟入院料5 回復期 回復期 回復期 回復期

51 地域包括ケア病棟入院料1 回復期 回復期 回復期 回復期

52 地域包括ケア病棟入院料2 回復期 回復期 回復期 回復期

53 地域包括ケア病棟入院料3 回復期 回復期 回復期 回復期

54 地域包括ケア病棟入院料4 回復期 回復期 回復期 回復期

55 地域包括ケア入院医療管理料1 回復期 回復期 回復期 回復期

56 地域包括ケア入院医療管理料2 回復期 回復期 回復期 回復期

57 地域包括ケア入院医療管理料3 回復期 回復期 回復期 回復期

58 地域包括ケア入院医療管理料4 回復期 回復期 回復期 回復期

59 緩和ケア病棟入院料1 回復期 回復期 回復期 回復期

60 緩和ケア病棟入院料2 慢性期 回復期 慢性期 慢性期

61 特定一般病棟入院料1 回復期 回復期 回復期 回復期

62 特定一般病棟入院料2 回復期 回復期 回復期 回復期

63 特殊疾患病棟入院料1 慢性期 慢性期 慢性期 慢性期

64 特殊疾患病棟入院料2 慢性期 慢性期 慢性期 慢性期
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⚫ 定量基準（案）により算出した病床機能別の病床数を見ると、病床機能報告に比べ、回復期病床数が必要病床数に近づ
いている

⚫ 引き続き、病床機能報告と必要病床数における差異について検証を進めるため、定量基準の活用について検討を重ねる



県北医療圏

420

1003

420 420 395
232

1220
223

806 806

1459

830

372

882 842 842

264

922

665
569 609 609

759

501

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

鹿児島県方式 静岡県方式 栃木県案１ 栃木県案２ 病床機能報告(R5.7.1) 必要病床数(R7.7.1)

慢性期

回復期

急性期

高度急性期

3



令和６（2024）年６月19日

栃木県医療政策課 ・ 県北健康福祉センター

県内の医療提供状況と

医療需要推計について

令和６(2024)年６月１９日（水）

資料３第１回県北地域医療構想調整会議並びに
県北構想区域病院及び有床診療所会議 合同会議



1

⚫ 2040年にかけ、各医療圏で年少人口、生産年齢人口が減少する一方、老年人口は増加する見通し（県西除く）
⚫ 2040年の県北圏域の高齢化率は他圏域と同等、老年人口は県内で宇都宮・県南に次いで３番目に多い
⚫ 2020年から2040年にかけて、県北圏域の老年人口は約1.０５倍に増加

人口の推移（医療圏別）

出所：総務省統計局「令和２年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）」より作成

宇都宮 県北 県西 県東 県南 両毛
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栃木県の医療需要推計（H29受療率×人口推計）

⚫ 栃木県全体の人口は減少するが、老年人口の増加に伴って医療需要は増加
⚫ 年齢構成で見ると、入院・外来ともに老年人口の患者数が増加
⚫ 高齢者の増加に伴い医療介護の複合ニーズを有する患者への対応が益々重要になる

医療需要（入院） 医療需要（外来）

出所：総務省統計局「令和２年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）」、厚生労働省「平成29
年患者調査」より作成
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県北医療圏の医療需要推計（H29受療率×人口推計）

⚫ 入院医療需要としては、老年人口の増加に伴って2030年にかけて増加するが、その後は人口減少に伴って
2040年に向けて緩やかに減少傾向

⚫ 外来医療需要としては、人口減少に伴って2040に向けて減少傾向
⚫ 全体の医療需要は縮小しつつも、年齢構成別に見ると、入院・外来ともに老年人口の患者数は2040年に向けて
増加

⚫ 高齢者の増加に伴い医療介護の複合ニーズを有する患者への対応が益々重要になる

医療需要（入院） 医療需要（外来）

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）」、厚生労働省「平成29年患者調査」より作成
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4

各医療圏の入院患者流出入状況（令和４年度DPCデータ）

⚫ 県内全体では、大学病院が複数ある県南への流入などの動きが特徴
⚫ 「県北」からの流出は、宇都宮、次いで県南が多い
⚫ 「県北」への流入は少ないが、比較的、県外および宇都宮からが多い

出所：DPCデータ様式１（期間：令和４年４月～令和５年３月）より作成

【流入割合】
医療圏内の施設に入院した患者のうち、
他医療圏の患者が占める割合

【流出割合】
医療圏内の患者のうち、他医療圏の施設
に入院した患者が占める割合

患者の医療圏

施
設
の
医
療
圏

宇都宮 県西 県東 県南 県北 両毛 県外

宇都宮 25,200 2,176 921 1,146 3,823 118 728

県西 439 9,813 32 210 387 43 199

県東 281 19 7,602 245 110 10 387

県南 8,906 4,607 3,391 32,431 2,927 2,379 8,799

県北 350 109 111 77 24,670 14 1,102

両毛 69 27 5 1,069 19 18,135 3,375

圏域 流入割合 流出割合

宇都宮 26.1% 28.5%

県北 6.7% 22.8%

県西 11.8% 41.4%

県東 12.2% 37.0%

県南 48.9% 7.8%

両毛 20.1% 12.4%



5

⚫ 入院においては、老年人口（65歳以上）では「新生物」「精神及び行動の障害」「循環器系の疾患」が多くの割合を占め、特に後
期高齢者になると「神経系の疾患」「呼吸器系の疾患」の割合が増える

⚫ 外来においては、老年人口（65歳以上）では「循環器系の疾患」「消化器系の疾患」「筋骨格系及び結合組織の疾患」が多くの
割合を占めている

→ 今後の老年人口の増加を考慮すると、高齢者医療の需要増加等に適切に対応できる医療介護提供体制の構築が不可欠

H29栃木県 年齢階級毎の疾病構造（入院・外来）

入院

外来

出所：厚生労働省「平成29年患者調査」より作成
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MDC分類別入院患者の状況（令和４年度DPCオープンデータ）

⚫ MDC分類別に入院患者の状況を見ると、「呼吸器系疾患」「循環器系疾患」「消化器系疾患」の患者数、割合が
多い

患者数 患者割合

出所：厚生労働省「令和４年度DPC導入の影響評価に関する調査」より作成
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各消防別、重症度別（県全体）の救急搬送人員数の推移（人/年）

⚫ ほとんどの消防本部において救急搬送人員数が増加傾向にあり、特に宇都宮市において大きく増加している
⚫ また、重症度別に見ると、中等症の搬送人員数が増加傾向にある

（救急搬送データから作成）
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